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１ 
新
し
い
雇
用
立
法
な
ど
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
最近、二、一一一年、新しいタイプの労働立法やその改定などが矢継ぎ早に実施されてきている。それに対して、労
働法学界などでは、「最近のさまざまな労働立法の改革は、まさに戦後労働改革以来の大変革であり、…．：従来の
（１） 
労働法の理念や権利性そのものが大きな挑戦を受けて」おり、「これから新たな労働法が始まろうとしている」と
ふ
る
べ
き
で
は
な
い
か
、
と
い
う
よ
う
な
評
価
を
あ
た
え
て
い
る
。
（１）林和彦「産業・雇用構造の変化と労働法制の再編」、東京都労働経済局『経済と労働』昭㈹による。
労
働
改
革
と
は
い
っ
て
も
、
労
働
基
準
法
に
つ
い
て
は
検
討
中
で
あ
り
、
労
使
関
係
法
に
つ
い
て
は
経
営
者
団
体
な
ど
の
一
部
で
問
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策
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２ 
題提起されているに止まり、一厘用政策の改革が先行する形になっている。そこで一雇用・失業政策を中心として主要
な改革を制定順などにリストアップしてふると、ほぼつぎのとおりである。
Ⅲ
雇
用
保
険
法
改
定
Ｃ
九
八
四
年
）
②。〈－トタイム労働対策要綱（八四年）
③
職
業
能
力
開
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促
進
法
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八
四
年
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男
女
雇
用
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会
均
等
法
（
八
五
年
）
⑤
労
働
者
派
遣
法
（
八
五
年
）
⑥高齢者一雇用安定法（八六年）
フ
ル
ネ
イ
ム
で
書
け
ば
も
っ
と
長
い
立
法
も
含
ま
れ
て
お
り
、
こ
こ
で
は
略
称
で
記
し
た
が
、
ま
ず
こ
れ
ら
の
立
法
な
ど
の
要
点
を
（２） 
簡
単
に
紹
介
し
て
お
こ
う
。
⑪雇用保険法改定第二次石油ショック後の失業給付の急増によって雇用保険財政が赤字になったのを契機とし
て、つぎのように給付水準を引き下げるように改定された。それは、保険料の引き上げを避けた代償でもあった
（２）それぞれ、労働法学者や社会政策学者によって論評されているが、私はその大部分についてできるだけ内面的にコメン
トするように心がけてきた。拙稿「雇用保険制度の改定と今後の課題」、『季刊社会保障研究』八五年秋季号、同コート
タイム労働対策要綱の問題点員東京都『経済と労働』昭印、同「男女雇用均等化の課題」、『労働レーダー』八五年五月号、
同『不安定』雇用の増大が意味するもの」、『季刊労働法』八一年夏季号、同「変貌する雇用のあり方とそれへの対応」、
『労働レーダー』八六年二月号、同「社会変動と高齢者雇用安定法の課題」、『労働レーダー』八六年七月号などがそれで
ある。なお、労働基準法研究会中間報告については、拙稿「労働時間状況の新たな展開」、『団体交渉のための賃金資料』
八五年版も承ょ。
３新い､雇用・失業政策と社会政策学の転換
③
職
業
能
力
開
発
促
進
法
こ
れ
ま
で
の
職
業
訓
練
法
を
改
定
し
、
①
職
業
生
活
の
全
期
間
に
わ
た
っ
て
職
業
能
力
開
発
の
機
会
が
えられるような体制づくりを目的とし、②これまでの「公共職業訓練」や企業レベルの「認定職業訓練」のほか
に
、
職
場
で
仕
事
し
な
が
ら
行
な
う
Ｏ
Ｊ
Ｔ
も
政
策
対
象
に
加
え
、
「
有
給
教
育
訓
練
休
暇
」
と
と
も
に
援
助
の
対
象
と
し
、
③
企
業
党などでは「。〈－ｔ
に止まったのである。
が
、
①
算
定
基
礎
の
給
与
（
標
準
報
酬
）
か
ら
賞
与
な
ど
を
取
り
除
く
こ
と
に
よ
っ
て
給
付
の
日
額
を
引
き
下
げ
る
ｌ
保
険
料
の
方
は
従
来
ど
お
り
だ
が
ｌ
、
②
自
己
都
合
退
職
な
ど
の
給
付
が
開
始
さ
れ
る
ま
で
の
制
限
期
間
を
一
ｉ
二
カ
月
か
ら
三
カ
月
に
延
長
し
、
安
易
な
離
職
を
規
制
し
、
③
保
険
加
入
一
年
以
上
の
給
付
日
数
が
九
○
日
か
ら
三
○
○
日
ま
で
年
齢
階
層
の
上
る
ほ
ど
長
か
っ
た
の
を、年齢階層のほかに保険加入期間を規定要因として加え、五五歳以上は一律三○○日だったのを、一○年未満の
ぱあいは一一一○日か二四○日間と短縮し、④さらに、六○歳以上の高齢者は保険料を免除されていたのを六四歳だ
け
に
短
縮
し
、
六
五
歳
以
上
は
一
五
○
日
ま
で
の
一
時
金
が
給
付
さ
れ
る
だ
け
と
な
り
、
し
か
も
原
則
と
し
て
フ
ル
タ
イ
ム
の
保
険
か
ら
適
用
除
外
さ
れ
る
な
ど
の
改
定
が
行
な
わ
れ
た
。
新
し
い
前
職
給
与
に
対
す
る
給
付
率
を
部
分
的
に
高
め
る
な
ど
、
改
善
さ
れ
た
面
も
あ
る
が
、
全
体
と
し
て
保
障
水
準
を
切
り
下
げ
る
よ
う
に
改
定
し
た
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
②．〈－トタイム労働対策要綱これは行政指導によるわけだが、常用型のパートタイムを対象とし、①「雇入通
知書の交付」や「就業規則の整備」によって雇用期間から昇給、賞与、退職金まで含めた労働条件を明確化し、②
年次有給休暇について一年間勤続し週五日以上勤務するぱあいは労働基準法どおり六日間の休暇をあたえ、常用に
準ずるようにするなど、雇用保険などへの加入も含め、「雇用管理の適正化」をはかると同時に、③直接的な公共
政策として労使双方を対象とした「講習会」、「相談」、「ガイドブック」などによる指導や職業紹介を強化する。野
党
な
ど
で
は
「
。
〈
－
ト
タ
イ
ム
労
働
法
案
」
を
用
意
し
て
い
た
が
、
立
法
化
さ
れ
る
に
は
い
た
ら
ず
、
こ
の
よ
う
な
「
指
針
」
の
作
成
４ 
⑤労働者派遣法「労働者派遣事業の適正な運営の確保と派遣労働者の就業条件の整備」法という長い名称から
も知られるように、①「適正な運営」のために事業主は「欠格事由」でチェックされ、、ハスしたぱあいだけ許可さ
れ
た
り
、
届
け
出
が
受
理
さ
れ
る
ほ
か
、
事
業
の
計
画
書
や
報
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
②
派
遣
元
は
雇
用
責
任
や
教
育
責任、派遣先は使用責任を負い、労働基準法上の労働条件の明確化と確保などの責任を負う、③製造業を始め、連
強化される反面、管理瀞
たりすることになった。
内
に
「
職
業
能
力
開
発
推
進
者
」
を
置
き
、
職
業
能
力
開
発
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
の
ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
の
も
と
で
、
企
業
レ
ベ
ル
の
計
画
の
作
成
や
実
施
に
当
た
る
、
④
そ
の
ほ
か
、
Ｍ
Ｅ
関
連
や
第
三
次
産
業
な
ど
の
検
定
職
種
を
整
備
し
、
技
能
検
定
制
度
を
充
実
す
る
、
⑤
労
働
者
の
自
主
的
な
能
力
開
発
を
促
進
し
、
例
え
ば
高
度
な
知
識
と
技
能
を
合
わ
せ
持
つ
よ
う
な
テ
ク
ニ
シ
ャ
ン
の
養
成
や
訓
練技法の開発などに力点をおくことなどが法制化され、計画化されてきている。これによって、生涯訓練の体制が
整備され、産業構造の変化や技術革新への対応の強化が目的とされているわけである。
Ⅲ男女雇用機会均等法一九七九年、ＩＬＯで採択された「婦人に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条
約」を批准するための国内法の整備の一環として制定された。①「教育訓練」、「福利厚生」の一部、「定年」、「退
職」、「解雇」については差別禁止となったが、②「募集」、「採用」、「配置」、「昇進」については、均等な機会を確
保するよう、事業主が育児退職後などの「再雇用」とともに「努力義務」を負うだけに止まり、労働大臣の「指針」
に
よ
っ
て
指
導
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
、
③
企
業
内
に
苦
情
処
理
機
関
を
設
け
ら
れ
る
こ
と
も
努
力
義
務
と
な
る
と
同
時
に
、
紛
争
に
ついての援助が求められたぱあいは都道府県の婦人少年室長が助言、指導または勧告をあたえる、④公共政策とし
て
直
接
的
に
職
業
指
導
、
再
就
職
の
援
助
な
ど
を
強
化
し
、
⑤
そ
れ
ら
に
と
も
な
う
労
働
基
準
法
の
一
部
改
定
と
し
て
、
母
性
保
護
が
強化される反面、管理職、専門職、サービス職などの深夜業禁止、時間外労働の制限などが廃止されたり緩和され
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⑥高齢者雇用安定法中高年雇用促進法を改定し、①事業主は「特段の事情」がない限り定年を六○歳と定める
よう努力する、②企業内で「高齢者一雇用推進者」を選任し、作業条件などの整備に当たるほか、事業主は定年退職
者などが再就職を希望するぱあいは職安とともに援助するように努める、③高齢者雇用安定センターを設け、継続
雇
用
の
た
め
の
事
業
主
の
自
主
的
な
活
動
を
促
進
し
た
り
、
高
齢
者
雇
用
給
付
金
の
支
給
業
務
に
当
た
っ
た
り
す
る
、
④
国
と
地
方
公
（３） 
共
団
体
は
、
臨
時
的
か
つ
短
期
的
な
就
業
を
希
望
す
る
一
同
齢
退
職
者
に
対
し
て
就
業
機
会
を
提
供
す
る
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
を
育
成
す
る
、
⑤
さ
ら
に
直
接
的
な
公
共
政
策
と
し
て
高
齢
者
の
一
厘
用
を
促
進
す
る
た
め
に
、
職
業
指
導
、
職
業
紹
介
、
職
業
訓
練
な
ど
の
措置をとり、六○歳代前半の高齢者を多数雇用する事業主に対して報奨金を支給することになった。これによって、
六○歳までの定年延長だけでなく、六○歳代前半の継続雇用などが推進されると同時に、本格的な一雇用でも自営業
で
も
な
い
臨
時
的
・
短
期
的
就
業
ま
で
公
共
政
策
の
対
象
と
し
て
法
制
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
（３）とくに、国際的にも稀な新しい高齢者事業団については、高齢化社会研究会「高齢者事業団アンケート調査報告」、大
原社研『研究資料月報』八五年一○・二月号、同「高齢者事業団の事例研究」、『大原社会問題研究所雑誌』八六年九・
一○月号、拙稿「シル善く－人材センター会員の生活・意識状況」、本誌、五四巻一号、同「シルバー人材センターー第一一一
の就業をどう拡充するか」、ニコノミスト』八六年一一月一一日号を承よ・
設業、港湾業、警備業などを除く、情報処理、通訳、秘書、市場調査、財務処理、添乗員、清掃、ビル・メヱ受
付、駐車場管理など、一七業種を対象としており、派遣期間も九カ月ないし一年と限定され、④職安は「立ち入り
検査権」を持つが、さらに労使団体からそれぞれ五○○人近くの運営協力員が推薦され、職安と協力して運営に当
た
る
こ
と
に
な
っ
た
。
新
し
い
労
働
立
法
な
ど
の
評
価
〈資料〉新しい労働立法とその特徴
一「薪7巨藺房1扇i琵司＝重大化する労働問題
○パート・派遣労働
者の増加
○高齢者の雇用問題
○女子労働者の待遇
○中小企業の労働条
件格差
○国際公正労働基準
の未達成
○ＭＥ化と職務変化
(対策）
漸進主
現状追
行政裁且
ｒ￣ 
Ⅱ
保
護 労使の努力
＝ 
’、
1［ 
総評経済局編『円高・「構造調整」期の社会戦略』1986年調査年報，１７ページ
による。
このような一雇用立法などに対し労働法学などでは、例えば
つぎの〈資料〉のような評価をあたえている。つまり、いわ
ば労働力需要側の産業構造の変化、技術革新、供給側の高学
歴化、高齢化、および女性化などへの対応として、山「対策
」のタイプとして「漸進主義」、「現状追認主義」であり、②
「手段」として「行政裁量の範囲」が広く、③「水準達成」
のために「労使の自主努力」、「任意主義」の方法を採ってい
るなどの「問題点」を持っている、と。さらに、すでに引用
した林論文は、「現状追認型」であり、「法の運用の多くを行
政
指
導
に
委
ね
」
る
よ
う
な
「
柔
軟
で
弾
力
的
な
立
法
」
に
な
っ
て
い
るため、「伝統的な労働法の理念（生存権の保障）ないし権
利性（生存権を実質的に確保するための制度保障）の後退」
（４） 
を
招
く
結
果
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
付
加
し
て
い
る
。
（４）個灸の立法などについては、それぞれ多くの論評がなされ
ているが、さしあたりここでは総括的に論評している二つの
論文を取り上げる。
こ
の
よ
う
に
み
た
だ
け
で
は
分
か
り
に
く
い
だ
ろ
う
か
ら
、
よ
り
立
ち
入
っ
て
以
上
の
評
価
を
紹
介
す
る
と
同
時
に
、
多
少
整
理
し
て
お
こ
義
認主義
範旧
量の
flの広さ
使の自主努力
任意主義
ｏ就業構造・産業構造の変化
○高学歴化・高齢化・女子化
介
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仙なにゆえ「漸進主義」、「現状追認型」か。例えば、さきの均等法では「募集」などが努力規定に止まり、禁止
規定が「退職」などに狭く限定されたり、六○歳定年も努力規定であり、派遣法では派遣先の「使用者責任」が狭
く限定されている。労働基準法研究会の労働時間短縮を含めて、「明らかに現状の労働条件水準を追認し、法規制
による問題の解決を避ける考えを現わしている」というのである。したがって、「現状追認」にもとづく「漸進主
義」で、「労使関係における既存の制度や慣行、あるいは雇用、労働条件の改善に向けて現状を改革しようという
課題性が希薄である」、というのも「企業のコスト（競争力）には大した負担はかからない」ように意図している
か
ら
だ
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
②「行政裁量の範囲」が大きい点についてはつぎのようである。派遣法の業種限定や登録型に対する認可制、均
等法の努力義務に対する「指針」や禁止の内容を決める「省令」、高齢者一雇用安定法の行政措置などに承られるよ
うに、「行政の裁量」によって「弾力的に運用され、違法問題を行政的に解消をはかることがねらわれている」と
いうことである。ただし、「行政指導」で「柔軟かつ弾力的」に運用されることも「転換期」には必要だろうが、
「現状改善型ならまだしも」、そうではないうえに、「雇用、労働条件をいっそう低下させ、分散化させる可能性が
ある点で問題がある」というようにし指摘されている。
③「任意主義、すなわち労使の自主的努力による労働基準の確保」については、均等法の「苦情の自主的解決」、
「強制力のない助言」や「勧告」、派遣法の苦情処理などのように、実質は行政主導だが、形式上「行政当局は調
整役に徹する」ことにし、「社会問題を自由競争原理で放置する『小さな政府』論」にもとづき、「強者にかた入
れする新保守主義の考えである」というのである。これでは「国際公正労働基準を無視し、日本の実情Ⅱ企業の立
う
０ 
８ 
検
討
さ
れ
る
べ
き
問
題
点
こ
の
よ
う
な
労
働
法
学
者
な
ど
の
評
価
に
は
教
え
ら
れ
る
点
も
多
い
。
し
か
し
、
⑪
確
か
に
「
漸
進
主
義
」
で
は
あ
る
が
、
単
な
る
「現状追認型」で、「現状変革」的でないとゑてよいか、②単に「行政裁量」型とゑてよいかどうか、「行政」へ
の労使の参画をいかに評価するか、「強制」の方法や効果をどう判断すべきか、③果たして「自由競争原理で放置
する・・・…新保守主義」といい切ってよいかどうか、それならシルバー人材センターのように、本格的な就業でもボ
ランティアでもない領域まで公共政策が拡大してきていることをいかに評価するか、側「低成長下」で「産業構造
の転換」などを進めていくぱあい、「効率主義」とか、「競争力の保持」とかをどう考えるか、⑤「生存権の後退」
と
い
っ
て
も
、
こ
れ
ま
で
の
い
わ
ば
キ
ャ
ッ
チ
ァ
ッ
プ
型
の
「
生
存
権
」
の
保
障
は
す
で
に
折
り
返
え
し
地
点
に
達
し
、
よ
り
普
遍
的
な「生活権」が問題になっているのではないか。
場
の
糸
を
重
視
す
る
」
こ
と
に
な
り
、
し
た
が
っ
て
「
労
働
権
と
国
民
の
福
祉
増
進
の
憲
法
理
念
を
蔑
ろ
に
し
て
い
る
も
の
と
言
わ
ざ
るをえない」というわけである。
ｕ「伝統的な労働法の理念・…：の後退」という点では、「労使関係の存在を媒介とする」ので「社会保障法の領
域」ほど顕著ではないが、「効率主義」の原理で推し進められており、「生存権の確保という法体制はもはや終っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
と
い
う
疑
念
す
ら
感
じ
ら
れ
る
」
と
い
う
の
で
あ
る
。
そ
の
背
後
に
あ
る
「
政
策
的
意
図
」
は
「
低
成
長
下
」
に
お
いて「産業構造のスムーズな転換を遂行し……それによって労働力需要の維持と一雇用の安定を保持しようというこ
と」であり、それを『臨調路線』に沿った『民間活力の活用』（『効率主義』）」と「対外的関係における『競争
力
』
の
保
持
Ｑ
ス
ト
へ
の
配
慮
）
」
を
要
因
と
し
て
推
進
し
て
い
る
、
と
規
定
し
て
い
る
。
９新い､雇用・失業政策と社会政策学の転換
しかしながら、まだ社会政策学界では、最近の新しい一展用。失業政策について、前述のような総括的な論評がた
（５） 
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
こ
こ
数
年
間
の
社
会
政
策
学
界
の
研
究
の
な
か
か
ら
、
戦
後
日
本
の
雇
用
・
失
業
政
策
を
批
判
的に論じた文献を対象として、これまでの一雇用・失業政策論の特徴を検出しておこう。そのぱあい、高梨昌『転換
期
の
雇
用
政
策
』
（
八
二
年
）
も
注
目
さ
れ
る
。
こ
の
論
文
集
は
伝
統
的
な
社
会
政
策
学
の
理
論
や
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
を
真
向
か
ら
批
判
し
、
積
極
的
に
新
し
い
雇
用
政
策
の
一
部
の
推
進
を
提
唱
し
て
お
り
、
耳
を
傾
け
ね
ば
な
ら
ぬ
論
点
も
多
く
、
の
ち
に
も
問
題
に
す
る
が
、
こ
こ
で
取
り
上
げ
る
論
文
と
は
か
な
り
性
格
を
異
に
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
視
点
か
ら
見
直
す
と
、
｜
雇
用
・
失
業
政
策
そ
の
も
の
を
相
対
化
す
る
批
判
的
な
最
近
の
研
究
と
し
て
は
、
美
崎
皓
「
現
代
の
雇
用
政
策
と
労
働
市
場
問
題
」
や
竹
中
恵
美
子
「
労
働
市
場
（６） 
政
策
」
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
（
５
）
た
だ
し
、
三
好
正
己
編
『
現
代
日
本
の
労
働
政
策
』
（
八
五
年
）
は
、
部
分
的
に
新
し
い
雇
用
立
法
な
ど
を
対
象
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
高
梨
箸
が
批
判
す
る
よ
う
な
「
伝
統
的
な
社
会
政
策
学
」
に
止
ま
っ
て
い
る
よ
う
だ
が
、
雇
用
・
失
業
政
策
論
と
し
て
の
若
干
の
論
点
に
つ
い
て
はのちに触れることにしよう。
（６）前者は、西村耕通編著『現代のなかの社会政策』（八五年）所収であり、後者は、石畑良太郎・佐野稔編『現代の社会
政策』（八○年）所収である。
しかし、ここでただちにその検討に入るのではなく、やや迂回して、社会政策学界におけるこれまでの一雇用・失
業政策論も一瞥しておこう。
社
会
政
策
と
対
抗
す
る
労
働
力
政
策
説
二
こ
れ
ま
で
の
一
雇
用
・
失
業
政
策
論
10 
このような一雇用・失業政策論の特徴をふるに先立って、あらかじめ確かめておきたい問題がある。というのは、
（７） 
社会政策学界のなかには、「労働力政策は．：・・・社会政策や社会保障と対抗関係にある」というような理解もみられ
るからである。このような理解によれば、「労働力政策とは、いうまでもなく、経済政策の一環として、資本・独
占
資
本
の
た
め
の
労
働
力
の
創
出
・
維
持
そ
し
て
再
配
分
Ⅱ
再
配
置
を
は
か
り
、
資
本
蓄
積
・
独
占
的
高
蓄
積
を
保
障
し
促
進
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
」
と
い
う
の
で
あ
る
。
ま
さ
に
い
う
ま
で
も
な
く
「
労
働
力
政
策
」
を
ど
う
定
義
し
よ
う
と
勝
手
な
の
だ
が
、
労
働
力
政
策
が
社
会
政
策
で
も
あ
り
、
「
経
済
政
策
の
一
環
と
し
て
」
の
面
を
持
つ
の
は
当
然
で
あ
っ
て
、
美
崎
論
文
な
ど
も
認
め
る
と
お
り
、
と
く
に
現
代
資
本
主
義
で
は
社
会
政
策
と
経
済
政
策
が
統
合
さ
れ
る
面
が
あ
る
の
に
対
し
、
逆
に
「
対
抗
関
係
」
を
強
調
す
る
の
は
「
社
会
政
策
」
に
対
す
る
独
特
の
理
解
に
も
と
づ
く
に
相
違
な
い
。
（７）ここでは、渡辺貞雄「労働力政策と雇用・失業問題」、道又健治郎・清山卓郎編『戦後日本の労働問題』（八○年）を取
り
上
げ
る
が
、
美
崎
論
文
も
論
評
し
て
い
る
よ
う
に
、
江
口
英
一
・
田
沼
肇
・
内
山
昂
編
『
現
代
の
労
働
政
策
』
（
八
一
年
）
も
ほ
ぼ
同
様
に
理解しているようである。
そ
の
理
解
に
よ
れ
ば
、
「
社
会
政
策
・
社
会
保
障
」
は
「
労
働
者
階
級
の
階
級
闘
争
の
成
果
で
あ
る
」
、
し
た
が
っ
て
「
ブ
ル
ジ
ョ
アジー・独占ブルジョアジーの労働者階級に対する消極的譲歩の産物」であるが、「労働者階級の労働と生活にかか
わる権利Ⅱ改良の実質をもった制度体系である以上」、「労働力政策は、一方で社会政策・社会保障の存在を前提せ
ざ
る
を
え
な
い
と
し
て
も
、
他
方
で
、
労
働
者
の
権
利
を
し
ば
し
ば
侵
害
し
、
社
会
政
策
・
社
会
保
障
の
後
退
・
改
悪
を
促
す
こ
と
に
なる」というのである。さらに、ここで「労働力政策」というのは、今日、「｜雇用政策、失業政策、職業訓練政策、
さ
ら
に
教
育
政
策
を
も
と
り
こ
ん
だ
『
マ
ン
．
ハ
ワ
ー
・
ポ
リ
シ
イ
』
と
し
て
具
体
化
さ
れ
て
い
る
」
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
そ
れ
は
「政府・自治体の立法．行政上の措置や指導・誘導として表われると同時に、日経連のような独占資本家団体や個
ｕ新しい雇用・失業政策と社会政策学の転換
別企業の雇用対簸・一雇用管理として実現されていく」というのである。
しかしながら、Ⅲこのように「政府」と経営者やその団体をなんの歴史的規定しなく一体化して把握することは
で
き
な
い
だ
け
で
な
く
、
と
く
に
現
代
資
本
主
義
で
は
個
々
の
労
使
関
係
を
超
え
る
次
元
で
国
家
の
公
共
政
策
を
考
え
ね
ば
な
ら
い
だ
（８） 
ろう。②したがって、国家そのものでもない「ブルジョアジー・独占ブルジョアジーの…。：消極的譲歩の産物」で
は
あ
り
え
な
い
だ
ろ
う
。
そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
現
代
資
本
主
義
で
は
「
社
会
政
策
・
社
会
保
障
」
は
マ
ク
ロ
「
経
済
政
策
の
一
環
と
し
て
」
国
内
均
衡
化
の
積
極
的
手
段
で
も
あ
り
、
労
働
者
を
始
め
と
す
る
国
民
を
政
治
的
に
統
合
す
る
手
段
で
も
あ
る
わ
け
で
あ
る
。
③
したがってまた、「権利Ⅱ改良」にもなり、「権利Ⅱ」「改悪」にもなりうる。側それゆえ、「階級闘争」の考え
方にもよるが、単に「労働者階級の階級闘争の成果」ともいえないだろう。一口に「労働者階級」といっても一様
ではなく、「社会政策・社会保障」は国家独自の公共政策の論理で、より国民的に形成されているからである。⑤
なんとしても「雇用政策、失業政策」などの「マンパワー・ポリシイ」を「｜雇用・失業保障を含む社会保障」と
「対抗関係」で理解するのは無理であり、当然、相互に「前提とせざるをえない」のである。
（８）そのことは、不十分ながら、拙著『労働経済の構造変革』（七七年）でも述べたが、とくに拙稿「現代資本主義の変貌と雇
用保障」、社会政策学会年報、第一三集（七八年）では、〃戦後体制〃と〃労資関係〃との関連であきらかにしておいた。
公
共
雇
用
政
策
の
形
成
と
雇
用
保
障
行
動
およそ、このような国家の一雇用・失業政策として、これまでの論議の問題点をあきらかにしていくが、とくに美
崎論文は、戦前日本の失業政策の概説から始まり、完全一雇用政策ｌ積極的一雇用政策ｌ「福祉志向上雇用政策ｌ現代
雇
用
調
整
政
策
を
対
象
と
し
て
長
期
の
考
察
を
展
開
し
て
お
り
、
こ
こ
で
全
面
的
に
コ
メ
ン
ト
す
る
こ
と
は
不
可
能
だ
し
、
ま
た
そ
の
1２ 
（９） 
必要ｊもない。ここでは本稿の論旨に関連した部分に限定すれば足りるだろう。
（
９
）
お
そ
ら
く
美
崎
論
文
に
お
け
る
前
掲
、
拙
著
の
雇
用
政
策
論
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト
も
、
こ
の
よ
う
に
限
定
さ
れ
て
い
た
に
違
い
な
い
が
、
政
策主体に即した現実の雇用・失業政策は、例えば失業保障と年金保障が政策として体系化されていないことからもわかる
ように、美崎論文が問うＯＥＣＤの「総合社会政策」概念にもつながる「現代の広義社会政策の本質」を問題にできるほ
ど体系化されていないのではないか。
第
一
に
問
題
に
な
る
の
は
、
雇
用
・
失
業
政
策
を
批
判
的
に
考
察
す
る
ぱ
あ
い
、
労
働
組
合
や
労
働
者
に
あ
ま
り
に
も
政
策
か
ら
疎
外
さ
れ
た
地
位
を
強
い
て
い
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
、
と
い
う
点
で
あ
る
。
例
え
ば
美
崎
論
文
で
は
、
一
九
七
○
年
代
に
入
っ
て
登
場
し
た
「
福
祉
志
向
」
雇
用
政
策
に
つ
い
て
、
経
済
成
長
を
促
進
す
る
た
め
の
積
極
的
一
雇
用
政
策
を
基
調
と
し
て
お
り
、
だ
か
ら
こ
そ
そ
れ
は
「
低
成
長
下
、
資
本
蓄
積
体
制
を
組
み
直
す
資
本
の
た
め
の
雇
用
政
策
が
そ
の
『
正
統
性
』
を
獲
得
す
る
た
め
の
苦
肉
の
策
で
は
（皿）
あ
っ
た
」
な
の
だ
、
と
述
べ
、
そ
の
機
能
を
規
定
し
て
い
る
。
そ
の
な
か
で
、
企
業
の
雇
用
調
整
を
含
め
て
「
賃
労
働
力
全
体
の
再
生
産
と
労
働
力
配
置
」
の
「
業
務
と
資
金
」
の
一
部
が
国
家
に
よ
っ
て
「
管
理
・
運
用
」
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
強
調
す
る
あ
ま
り
、
「
社
会
保
障
の
充
実
（
労
働
者
に
と
っ
て
は
『
他
者
管
理
』
の
公
的
福
祉
）
さ
え
も
労
働
力
化
の
手
段
と
な
る
」
結
果
、
「
労
働
者
は
自
ら
の操舵機を失ってさまよえる漂泊の人となる」という比噛的規定をあたえている。さらに「労働市場を国家が直接
に組織し労働者を個々のアトムとして国の職業紹介業務に統合することによって、……労働組合の機能を低下さ
（ｕ） 
せ、その組織を弱体化させる」と述べている。
（
、
）
そ
の
点
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
前
掲
、
拙
著
、
第
四
章
も
福
祉
雇
用
政
策
構
想
そ
の
も
の
の
本
質
を
ほ
ぼ
同
様
に
説
い
て
い
る
が
、
そ
の
現
実の機能の規定となるとその評価はおのずと異なる。
（
ｕ
）
こ
の
よ
う
に
労
働
者
が
国
家
な
ど
の
政
策
の
思
う
ま
ま
に
操
作
さ
れ
る
、
と
い
う
想
定
は
、
む
し
ろ
前
掲
の
三
好
編
著
や
渡
辺
論
文
の
方
が
よ
り
強
い
、
と
ふ
て
よ
い
。
、新しい雇用・失業政策と社会政策学の転換
だ
が
、
さ
す
が
に
美
崎
論
文
は
そ
れ
で
終
っ
て
い
な
い
。
雇
用
政
策
の
「
労
資
関
係
」
へ
の
作
用
の
も
う
一
つ
の
側
面
と
し
て
、
企
業・産業とへルの労使対抗を「国家レベルに引き上げ」、「経済成長・資本蓄積のための手段としての雇用政策か、
そ
れ
と
も
雇
用
保
障
を
至
上
目
標
と
す
る
雇
用
政
策
か
と
い
う
二
者
択
一
」
の
「
対
抗
関
係
と
し
て
再
現
さ
れ
る
」
と
把
え
返
し
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
こ
で
も
「
も
っ
ぱ
ら
行
政
機
関
の
官
僚
主
導
型
」
「
管
理
運
用
」
を
強
調
し
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
「
｜
雇
用
安
定
資
金
」
を
例
証
と
し
な
が
ら
、
「
そ
の
管
理
主
体
の
階
級
的
性
格
（
労
働
者
階
級
の
影
響
力
の
程
度
）
如
何
に
よ
っ
て
は
、
：
…
・
解
雇
制
限
法
の
強
化
、
企
業
に
対
す
る
雇
用
義
務
や
定
年
延
長
の
法
制
化
な
ど
、
雇
用
保
障
を
至
上
目
的
と
し
て
経
営
権
の
制
限
・
規
制
」
と
も
な
る
「
可
能
性
を
は
ら
ん
で
い
る
」
が
、
し
か
し
、
例
え
ば
「
ド
イ
ツ
的
共
同
決
定
方
式
を
そ
の
ま
ま
適
用
す
る
と
」
、
「
長
期
に
わ
た
る
資
本
主
義
政
党
の
単
独
政
権
下
で
、
企
業
別
労
働
組
合
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
セ
ン
タ
ー
さ
え
四
分
四
裂
状
態
」
の
も
と
で
は
「
労
働
者
階
級
の
力
な
き
『
責
任
参
加
』
と
」
な
る
だ
け
だ
、
と
い
う
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
｜
で
ふ
た
労
働
法
学
の
論
点
と
つ
な
が
っ
て
き
た
わ
け
が
、
大
き
な
政
治
状
況
の
認
識
は
そ
れ
ほ
ど
異
な
ら
な
い
と
し
て
も
、
Ⅲ
単
に
「
官
僚
主
導
型
」
と
み
て
よ
い
か
、
組
織
労
働
者
の
代
表
が
多
く
の
審
議
会
な
ど
に
参
画
し
て
い
る
の
を
い
か
に
評
価
す
る
か
、
現
に
そ
の
成
果
の
一
つ
と
し
て
定
年
延
長
な
ど
が
法
制
化
さ
れ
て
き
て
い
る
の
を
ど
う
み
る
か
、
②
し
た
が
っ
て
「
経
済
成
長
」
の
た
め
の
政
策
と
「
雇
用
保
障
」
の
た
め
の
政
策
は
か
な
ら
ず
し
も
「
二
者
択
一
」
で
は
な
く
、
協
調
し
重
複
す
る
面
を
ど
う
承
る
か
、
③
「
国
の
職
業
紹
介
」
は
そ
れ
ほ
ど
「
統
合
」
力
が
あ
る
の
か
、
「
労
働
組
合
の
機
能
」
を
補
完
す
る
本
来
の
性
格
を
い
か
に
評
価
す
る
か
、
四
確
か
に
組
織
労
働
が
圧
力
団
体
の
域
を
超
え
て
、
広
く
深
く
政
治
過
程
に
参
画
し
て
も
、
「
ネ
オ
・
コ
ー
ポ
ラ
テ
ィ
（辺）
ズ
ム
」
の
限
界
を
持
つ
こ
と
に
な
る
が
、
未
組
織
分
野
で
は
そ
れ
な
り
に
し
た
た
か
に
自
律
的
に
労
働
者
も
行
動
し
て
い
る
現
実
を
い
か
に
ふ
る
か
。
多
く
の
未
組
織
労
働
者
は
、
公
共
雇
用
政
策
な
ど
を
利
用
し
つ
つ
、
そ
の
面
で
は
確
か
に
規
定
さ
れ
る
が
、
時
に
は
そ
の
裏
を
か
き
な
が
ら
個
々
に
あ
る
い
は
仲
間
と
雇
用
保
障
行
動
を
採
っ
て
い
る
実
態
は
、
組
織
労
働
者
が
そ
れ
な
り
に
保
障
さ
れ
た
内
1４ 
（、）
部
労
働
市
場
を
前
提
と
し
て
外
部
市
場
を
公
共
的
な
ど
に
規
制
し
よ
う
と
し
て
い
る
行
動
パ
タ
ー
ン
と
対
置
さ
れ
る
の
だ
ろ
う
。
（⑫）この点は、清水慎一一一「総評一一一○年のパランスシート」、同編著『戦後労働組合運動史論』（八一一年）も承よ・なお、労働
代表によるさまざまの修正などの成果については、注（２）の文献も承よ・
（四）このような対比については、拙稿「日本的労使関係と中小企業の特質」、『日本労働協会雑誌』八四年六月号、同「中小
企業の雇用と労使関係」、本誌、五二巻一○号を糸よ・
産
業
構
造
の
転
換
と
不
安
定
就
業
の
増
大
第
二
に
問
題
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
前
述
の
よ
う
な
政
策
論
と
し
て
だ
け
で
な
く
、
い
わ
ば
実
態
論
と
し
て
も
、
現
段
階
の
低
成
長
下
の
雇
用
保
障
を
ど
れ
だ
け
経
済
成
長
か
ら
独
立
し
て
確
保
で
き
る
か
、
と
い
う
問
題
で
あ
る
。
こ
の
客
観
的
な
判
断
が
、
「
福
祉
志
向
」
か
ら
安
定
成
長
型
に
転
換
し
て
き
た
歴
用
政
策
の
あ
り
方
を
規
定
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
安
定
成
長
型
と
い
え
ど
も
、
「
福
祉
志
向
」
を
否
定
し
よ
う
が
な
い
が
、
そ
の
ほ
か
に
国
際
的
要
請
や
サ
ー
ビ
ス
経
済
化
や
技
術
革
新
な
ど
に
よ
る
産
業
・
職
業
構
造
の
変
化
に
対
応
す
る
雇
用
政
策
で
も
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
前
掲
の
竹
中
論
文
は
、
「
産
業
構
造
転
換
に
と
も
な
う
労
働
市
場
構
造
の
変
化
に
対
応
」
し
た
「
安
定
成
長
型
雇
用
政
策
の
課
題
」
を
あ
き
ら
か
に
し
て
い
る
が
、
社
会
政
策
学
界
に
は
そ
も
そ
も
産
業
構
造
の
変
化
や
そ
れ
に
と
も
な
う
労
働
力
流
動
化
、
労
働
力
の
再
配
置
そ
の
も
の
を
認
め
な
い
、
と
い
う
よ
う
な
思
潮
が
強
か
っ
た
そ
れ
は
、
他
律
的
に
操
ら
れ
、
強
制
さ
れ
る
「
漂
泊
の
人
」
の
よ
う
に
公
共
政
策
か
ら
疎
外
さ
れ
た
立
場
か
ら
は
認
め
が
た
い
だ
ろ
うが、前述のように公共政策に参画したり、私的にも個人的な一雇用保障行動を採っているとすれば、また別な理解
が
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
さ
ら
に
、
わ
れ
わ
れ
が
認
め
る
か
ど
う
か
に
か
か
わ
ら
ぬ
ほ
ど
の
必
然
性
の
も
と
に
産
業
・
職
業
構
造
が
変
貌
し
つ
つ
あ
る
と
す
れ
ば
、
む
し
ろ
そ
れ
を
前
提
と
し
て
主
体
的
な
対
応
が
試
承
ら
れ
る
こ
と
を
認
め
な
く
て
は
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
の
で
は
な
い
か
。
１５新い､雇用・失業政策と社会政策学の転換
ほ
ぼ
こ
の
よ
う
な
産
業
・
一
雇
用
・
職
業
構
造
の
変
貌
を
基
調
と
し
て
考
え
る
な
ら
ば
、
と
い
っ
て
も
す
べ
て
の
変
貌
が
必
然
的
だ
か
ら
変
革
し
よ
う
が
な
い
と
は
い
え
な
い
が
、
少
な
く
て
も
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
終
身
雇
用
モ
デ
ル
や
常
用
一
展
用
モ
デ
ル
に
も
と
づ
く
「
安
定
雇
用
」
基
準
だ
け
で
、
「
不
安
定
雇
用
」
を
評
価
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
だ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
ま
た
、
｜
の
労
働
法
学
の
よ
う
に
、
単
に
「
｜
雇
用
、
労
働
条
件
を
い
っ
そ
う
低
下
さ
せ
、
分
散
化
さ
せ
る
可
能
性
が
あ
る
点
で
問
題
で
あ
る
」
と
い
っ
て
も
、
確
か
に
マ
ク
ロ
の
問
題
は
残
る
と
し
て
も
、
労
働
市
場
論
と
し
て
は
一
雇
用
・
就
業
形
態
別
に
そ
の
均
衡
条
件
を
考
え
た
う
え
で
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
こ
の
点
は
ま
た
の
ち
に
問
題
に
す
る
と
お
り
で
あ
る
。
第三に、それに関連して近年の「不安定雇用」の増大をいかに評価するか。この点については、竹中論文さえ、単
に
「
安
定
的
雇
用
保
障
」
を
対
置
す
る
に
止
ま
っ
て
い
る
が
、
一
で
問
題
に
し
た
最
近
の
立
法
な
ど
に
即
し
て
い
え
ば
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
や派遣労働や、さらには一雇用でも自営業でも、さらにヴォランティァでもない高齢者の任意の就業の拡大のような雇
用
・
就
業
形
態
の
多
様
化
を
、
そ
も
そ
も
ど
れ
だ
け
阻
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
。
こ
れ
を
前
掲
の
渡
辺
論
文
な
ど
の
よ
う
に
「
石
油
危機後の『低成長』移行を契機に、独占資本の膨大な蓄積と、他方の極にいっそう膨大な相対的過剰人口がつくりだ
（Ｍ） 
された」などと、抽象的におうむ返しを繰り返していたのでは、｜雇用・就業形態の多様化やその要因を正確に調恥識
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
だ
ろ
う
。
実
は
、
一
部
の
中
堅
企
業
や
ベ
ン
チ
ャ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
な
ど
の
高
蓄
積
を
よ
そ
に
、
多
く
の
「
独
占
資
本
」
は
低
蓄
積
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
状
況
’
そ
う
で
も
な
け
れ
ば
過
剰
労
働
力
は
増
加
す
る
は
ず
が
な
い
ｌ
、
さ
ら
に
技
術
革
新
（巧）
な
ど
へ
の
企
業
な
り
の
展
望
の
も
と
で
減
量
体
制
化
が
進
め
ら
れ
た
の
で
あ
り
、
一
で
も
指
摘
さ
れ
て
い
た
よ
う
に
サ
ー
ビ
ス
経
済
化
や技術革新などのほかに労働力供給の女性化、中高齢化、高学歴化もまた、その規定要因になっていたはずである。
（ｕ）それをめぐる問題の一部については、工藤正「雇用形態の多様化」、『季刊人事行政』八六年夏季号も糸よ・
（巧）不十分ながら、拙稿「第二次減量化と労働市場の展望」、『経済評論』八一一一年三月号も承よ・
1６ 
完
全
雇
用
の
動
揺
と
安
定
成
長
型
政
策
課
題
すでに少し先回りしてしまったが、一で問題にした、新しい雇用・失業立法を総括的に特徴づけるためには、第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
後
の
政
治
・
経
済
状
況
を
前
提
と
し
て
糸
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
まず政治的には、行財政改革にもとづく社会保障などの合理化路線である。それはサッチ』、１リズムやレーガノ
ミ
ッ
ク
ス
に
も
つ
な
が
る
が
、
し
か
し
少
な
く
て
も
臨
時
行
政
調
査
会
の
い
わ
ゆ
る
基
本
答
申
で
は
、
か
な
ら
ず
し
も
「
小
さ
な
政
府
」
を
目
標
と
す
る
の
で
は
な
く
、
「
西
欧
型
の
高
福
祉
、
高
負
担
に
よ
る
『
大
き
な
政
府
』
へ
の
道
を
歩
む
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
」
こ
と
を
強
調
し
て
い
る
点
に
注
目
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
に
対
し
経
済
的
に
は
、
す
で
に
ふ
た
大
企
業
な
ど
の
減
量
体
制
化
な
ど
が
問
題
に
な
る
。
そ
れ
は
、
第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
へ
の
い
わ
ゆ
る
ケ
イ
ン
ズ
型
の
有
効
需
要
政
策
に
も
と
づ
く
対
応
に
よ
っ
て
、
調
整
イ
ン
フ
レ
が
激
化
し
、
ス
タ
グ
フ
レ
イ
シ
ョ
ン
を
よ
り
深
刻
化
さ
せ
て
し
ま
っ
た
事
態
へ
の
反
動
で
も
あ
っ
た
。
と
い
う
の
は
、
財
政
赤
字
化
の
た
め
に
マ
ク
ロ
の
制
約
も
あ
っ
た
う
え
に
、
ミ
ク
ロ
で
も
大
企
業
な
ど
が
、
価
格
へ
の
転
嫁
で
は
な
く
コストの調整を基調とした対応に転換したからである。
この転換は、「ケインズ政策」によって「失業率をどこまでも下げる完全雇用」が実現したが、「非ケインズ政
（焔）
策」への転換によって「一元全一雇用」が破綻し、「不完全就業」が増大することになった程度のことではない。しか
も
「
完
全
雇
用
」
と
い
え
ど
も
「
失
業
率
を
ど
こ
ま
で
も
下
げ
る
」
わ
け
で
は
な
い
。
さ
ら
に
、
失
業
率
の
低
下
だ
け
で
は
な
く
、
労
働
条
件
や
労
働
組
合
権
な
ど
も
保
障
し
よ
う
と
す
る
「
完
全
雇
用
」
体
制
と
し
て
把
握
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
り
、
必
然
的
に
福
（Ⅳ） 
祉国家の思想や体制とも連動した慨念なはずである。したがって、この転換は、完全一雇用体制のディレンマの発現
三
第
二
次
石
油
危
機
後
の
一
厘
用
・
失
業
政
策
１７新い､雇用・失業政策と社会政策学の転換
だ
か
ら
と
い
っ
て
、
完
全
雇
用
体
制
そ
の
も
の
が
廃
棄
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
い
が
、
と
く
に
第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
後
の
労
働
経
済
な
ど
の
選
択
肢
が
き
わ
め
て
限
ら
れ
た
状
況
に
陥
っ
て
い
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
公
共
労
働
基
準
を
不
均
衡
な
ほ
ど
に
上
昇
さ
せ
れ
ば
、
か
り
に
そ
れ
が
現
実
の
労
働
市
場
な
ど
に
作
用
を
及
ぼ
し
た
と
し
て
、
か
え
っ
て
よ
り
一
層
、
経
済
成
長
率
を
低下させ、いやがうえにも失業を増大させて、一で触れたような雇用保険財政を赤字化させるなどの社会的コスト
を
増
加
さ
せ
る
だ
け
で
な
く
、
労
働
組
合
の
交
渉
力
を
弱
め
た
り
、
賃
金
な
ど
の
労
働
条
件
を
切
り
下
げ
た
り
す
る
結
果
を
招
か
ざ
る
をえないのである。それでも公共労働基準を守ろうとすれば、それなりに行政コストなどの増大を負担しなければ
な
ら
な
い
が
、
果
た
し
て
そ
う
い
う
国
民
的
合
意
が
成
立
す
る
だ
ろ
う
か
。
このような状況でも、｜で問題になった「新保守主義」といえども、かならずしも「自由競争原理で……強者に
か
た
入
れ
す
る
」
わ
け
で
も
、
「
効
率
主
義
」
の
承
に
偏
向
す
る
わ
け
で
も
な
い
が
、
確
か
に
前
述
の
よ
う
な
雇
用
・
就
業
形
態
の
多
様化に対応して公共労働基準なども多様化させ、またその限りで「雇用、労働条件をいっそう低下させ、分散化さ
せ
る
」
側
面
を
発
生
さ
せ
つ
つ
、
ま
さ
に
「
低
成
長
下
と
い
う
客
観
的
な
条
件
の
下
で
産
業
構
造
の
ス
ム
ー
ズ
な
転
換
を
遂
行
し
…
…
として、したがってまたこの体制の動揺として考えなければならないだろう。それを一口でいえば、まさに「相対
的
過
剰
人
口
」
を
通
し
て
調
整
さ
れ
る
労
働
力
商
品
の
需
給
に
対
し
て
、
完
全
雇
用
体
制
は
一
方
で
需
要
を
政
策
的
に
拡
大
す
る
と
同
時に、他方で供給を制限し、「相対的過剰人口」の機能を弱め、労働条件を上昇させるだけでなく、労働組合など
の
交
渉
力
を
増
大
さ
せ
た
の
で
あ
り
、
そ
れ
を
生
産
性
の
上
昇
や
高
度
成
長
で
処
理
で
き
な
く
な
る
と
、
イ
ン
フ
レ
で
調
整
し
た
こ
と
な
ど
の
結
果
が
、
結
局
、
石
油
イ
ン
フ
レ
を
招
き
、
前
述
の
よ
う
な
転
換
が
余
儀
な
く
さ
れ
た
の
だ
、
と
い
っ
て
よ
い
だ
ろ
う
。
（咽）前掲、三好編、序章による。
（Ⅳ）不十分ながら、注（８）を承よ・
1８ 
ソフトな微調整・誘導型の一雇用・失業政策
このような状況認識に立てば、単に状況に押されてではなく、新しい一厘用立法などが「漸進主義」に傾かざるを
え
な
い
こ
と
も
理
解
せ
ざ
る
を
え
な
い
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
つ
づ
い
て
、
一
で
提
起
し
た
問
題
を
あ
き
ら
か
に
し
て
お
こ
う
。
第一は、単に「現状追認型」といってよいか、という論点である。例えば、派遣法では派遣先の「使用者責任」
が狭く限定されている、と指摘されているが、基準法上の責任に限っても、派遣元の九項目に対し六項目もあり、
そのほか、責任者の選任、管理台帳の整備など、業者との請負い契約だった段階に比べてあきらかに規制は強化さ
（肥）
れている。それはとくに派遣業者に対してより明瞭だろう。そうしたことをあいまいにして追認したわけでは決し
てないのである。だからこそ、従来どおり請負いに止まろうとするケースが多くなっており、それに対する規制も
強化されているのである。同様の指摘は、就業規則を整備したり、年次有給休暇などをあたえなければならなくな
った常用型。ハートの規制にも当てはまるだろう。さらに均等法にしても、少なくとも募集や採用はゼロから一人以
上になる可能性が大きいのであり、本法上は「努力義務」に止まっていても、私法上の損害賠償の対象となりうる
そ
れ
に
よ
っ
て
労
働
力
需
要
の
維
持
と
雇
用
の
安
定
を
保
持
し
よ
う
と
い
う
こ
と
」
に
「
労
働
法
再
編
の
政
策
的
意
図
」
が
見
出
さ
れ
る
の
は
否
定
で
き
な
い
だ
ろ
う
。
た
だ
し
、
そ
の
ぱ
あ
い
、
三
ス
ト
へ
の
配
慮
」
が
「
対
外
的
関
係
に
お
け
る
『
競
争
力
』
」
の
た
め
だ
、
と
理
解
す
る
の
は
誤
ま
り
だ
ろ
う
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
こ
で
は
少
な
く
と
も
マ
ク
ロ
に
は
貿
易
競
争
力
を
こ
れ
以
上
増
大
さ
せ
え
ない状況で産業構造の変革が要請されているのであり、その意味でも「国際公正労働基準」などを重視し、それを
上回るこそさえ追求しなければならないわけだし、その方が産業構造などの変革を大幅に推進するだろうが、現状
のような低成長下では前述のような反作用の方がより懸念されるのである。
１９新い､雇用・失業政策と社会政策学の転換
ぎだろう。
こ
と
に
も
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（蛆）その反面、労使関係のあり方が不明確になる点などは、三富紀敬「今日の雇用管理と労働力政策」、前掲、一一一好編署な
どが指摘するとおりだろう。なお、派遣業などの動向については、伊藤実「淘汰・再編迫られる人材派遣業界」、ニコノ
ミスト』八六年七月二二日号を糸よ・
第二は、「行政裁量の範囲」が大きいことと運用の柔軟化、弾力化についてである。この点については、行政主
導などといっても、「ネオ・コーポラティズム」式に労使などが参画している点はすでに指摘したが、柔軟化、弾
力化については前述の「現状追認」とも関連している。つまり厳格に「強制」としても、取締りコストなどがかさ
（⑲） 
むくらいなら、「柔軟かつ弾力的」に「誘導」しよう、ということだろう。そのぱあい、行政指導の実効力が疑問に
な
る
だ
ろ
う
。
と
い
う
の
は
、
か
な
ら
ず
し
も
法
律
の
裏
付
け
が
な
い
わ
け
だ
か
ら
、
指
導
に
従
お
う
が
従
う
ま
い
が
自
由
な
わ
け
だ
し
、
欧
米
に
多
い
助
言
的
指
導
な
ら
ま
だ
し
も
、
規
制
的
指
導
の
ぱ
あ
い
は
そ
れ
で
は
実
効
性
が
保
証
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
反面、このように規制的指導の多い点は、実はやたらに取締り立法などを制定しながら、それでいわばアリバイ工
作をしておきつつ、それは建前として本音では「柔軟かつ弾力的」な運用を期待するようなわれわれの法意識の反
映
で
あ
る
こ
と
も
、
す
で
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
問
題
の
実
効
性
は
、
法
形
式
よ
り
も
実
態
に
即
し
て
検
証
さ
れ
る
ぺ
（咀）この点は、すでに下山房雄「社会政策における強制と誘導」、季刊労働法別冊『社会政策』（七九年）や前掲、三好編
著、序章などにも指摘されているが、下山論文が危倶するように社会政策の解体になるかどうかは疑問である。ついでな
がら、臨調「基本答申」には、「行政の役割」を従来の「指導・規制・保護」から「方向付け・調整・補完」に転換させ
ようとする理念も示されている。臨調路線さえ、論理的に詰めていけば、このようなソフトな国家像にゆきつくのだろう。
とくに、例えば派遣法の運営について、｜で紹介したように労使団体から大勢の運営協力員が選出ざれ協力する
2０ 
第三は、「生存権の後退」という論点についてである。ただし、雇用・失業立法だけではこの論点を考察し切れ
ないが、例えば一雇用保険の改定にしても、失業基本手当の給付水準は夫婦と子供二人のモデル世帯で手取り収入の
九○％をも上回る水準まで上昇しており、健康保険の傷病手当、労災の休業補償、一級地の生活保護が手取り収入
の七○％台に止まっているのに対し、かなり均衡を失していたのである。さらに保険の過度の利用もあり、他の社
会保険などとともに、〃給付と負担の適正化〃を進めたからといって、直ちに最低「生存権の後退」とは評価でき
ないだろう。むしろ今日では、受益者の負担を含む普遍的な生活権の保障こそ問題にされねばならないのだろう。
さらに、前述のように安定雇用基準にもとづいて「｜雇用、労働条件をいっそう低下させ、分散化させる」といつ
（卯）
て
も
、
雇
用
・
就
業
形
態
別
に
主
体
的
均
衡
化
す
る
面
も
あ
り
、
ま
さ
に
「
新
た
な
タ
イ
プ
の
低
賃
金
労
働
者
群
」
と
し
て
、
パ
ー
ト
きだろう。
ことになったが、新しい労使参加の執行システムとして注目されてよいだろう。さらに注目されるのは、高齢者一雇
用安定法の六○歳までの定年延長について、「特段の事情」なく延長が遅れており、しかも行政勧告に事業主が従
わないぱあい、その企業名を公表するように規定されていることである。「特段の事情」基準は審議会で決定され
ることになっており、例えば、⑪経営状態が非常に悪化しており、定年延長どころではない、②六○歳までの勤務
延
長
や
再
雇
用
の
制
度
化
で
代
替
し
て
い
る
、
③
仕
事
が
高
齢
者
に
不
向
き
で
あ
る
、
側
労
使
が
六
○
歳
定
年
は
不
要
と
合
意
し
て
い
る
、
⑤
地
域
に
お
け
る
六
○
歳
定
年
の
普
及
が
遅
れ
て
い
る
、
⑥
従
業
員
構
成
が
若
年
中
心
で
、
労
使
の
関
心
が
薄
い
な
ど
が
検
討
さ
れ
て
い
る
よ
う
だ
が
、
ま
さ
に
行
政
的
に
「
柔
軟
か
つ
弾
力
的
」
に
運
用
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
現
代
の
企
業
広
告
な
ど
か
ら
知
ら
れ
る
よ
う
に
、
企
業
の
イ
メ
ー
ジ
が
大
事
に
さ
れ
て
き
て
い
る
状
況
で
、
〃
不
敬
老
〃
な
企
業
名
の
公
表
は
、
法
的
処
罰
よ
り
も
大
き
な
社
会
的
制
裁
と
な
る
だ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
、
他
の
立
法
や
行
政
措
置
も
も
っ
と
見
習
う
べ
２１新い､雇用・失業政策と社会政策学の転換
社
会
政
策
学
の
転
換
へ
の
要
請
そのほか、労使「任意主義」ぐ。］ロ日日」の日への依存についてはすでに論じたとおりである。さらに、一雇用・失業
政策の考察となると、職業紹介や職業能力開発政策などの変化についても論じなければならないが、それは別の機
会
に
ゆ
ず
る
こ
と
に
し
よ
う
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
こ
れ
ら
の
新
し
い
一
厘
用
・
失
業
立
法
な
ど
は
施
行
さ
れ
て
か
ら
ま
だ
日
が
浅
い
の
で、その施行の実態の蓄積を待って実態論としても検討されるべきだろう。要は、いわばキャッチァップ型の物取
り
段
階
は
大
部
分
終
了
し
た
、
と
ゑ
て
よ
い
と
す
れ
ば
、
今
後
は
と
く
に
労
働
者
階
級
と
し
て
政
策
企
画
や
〃
労
ｌ
労
〃
と
〃
経
ｌ
経
〃
の
利
害
調
整
な
ど
に
い
か
に
主
体
的
力
量
を
示
す
か
が
問
わ
わ
れ
る
時
代
を
迎
え
る
こ
と
に
な
る
の
だ
ろ
う
。
そ
う
な
れ
ば
、
現
状の内在的な分析と批判から出発しなければならないだろう。
なら、短時間だから、登録型の派遣なら不安定でも拘束されないから就業しよう、というような労働力供給のタイ
プ
が
主
流
を
占
め
て
き
て
い
る
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
配
分
金
単
価
で
す
ら
、
地
域
最
賃
の
水
準
を
下
回
ら
な
い
よ
う
に
決
定
さ
れ
て
い
る
の
だ
か
ら
、
少
な
く
と
も
地
域
最
賃
程
度
の
規
制
は
広
く
合
意
さ
れ
る
だ
ろ
う
。
そ
の
う
え
、
「
新
た
な
タ
イ
プ
の
低
賃
金
」
を
問
題
に
す
る
ぱ
あ
い
、
し
ば
し
ば
誤
解
さ
れ
る
の
は
、
賃
金
単
価
で
は
な
く
、
例
え
ば
派
遣
労
働
の
よ
う
に、人件費などの管理費用が派遣先よりも派遣元の方がより安い、ということと賃金単価が安いことを混同してい
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
職
種
が
専
門
で
な
い
、
と
く
に
大
企
業
の
費
用
が
、
専
門
の
中
小
企
業
な
ど
よ
り
高
く
な
る
の
は
、
あ
る
意
味
では当然なのである。その意味で、派遣労働などは社会分業によって一定の職種の仕事量を集積し、規模の経済性
を
追
求
し
て
い
る
面
も
、
決
し
て
看
過
で
き
な
い
だ
ろ
う
。
（別）高梨昌「『不安定雇用労働者』の労働市場と雇用政策」、社会政策学会年報、第二四集（八○年）による。
2２ 
いずれにせよ、これまでふてきた新しい一雇用・失業政策やそれをめぐる状況は、これまでの社会政策学の転換を
迫
ま
っ
て
い
る
、
と
受
け
止
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
は
い
っ
て
も
、
社
会
政
策
概
念
そ
の
も
の
は
、
あ
る
意
味
で
は
変
わ
り
よ
う
が
な
い
。
そ
れ
は
広
義
に
承
れ
ば
、
さ
ま
ざ
ま
な
社
会
問
題
に
対
す
る
国
家
を
主
体
す
る
公
共
政
策
で
あ
り
、
よ
り
狭
義
に
は
資
本
蓄
積の基礎を規定する労働力商品とその所有者である労働者と彼らを一雇用する経営者をめぐって発生する労働問題の
う
ち
、
労
使
の
自
律
的
調
整
を
超
え
た
領
域
を
対
象
と
す
る
労
働
政
策
を
中
心
と
し
て
い
る
、
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
い
ず
れ
の
ぱ
あ
い
も
、
そ
う
し
た
社
会
政
策
に
よ
っ
て
資
本
主
義
体
制
の
基
礎
を
保
持
す
る
こ
と
を
目
的
に
し
て
い
る
、
と
客
観
的
に
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
問
題
は
、
国
家
主
権
が
い
か
な
る
形
態
を
と
り
、
政
策
の
論
理
と
方
法
が
い
か
な
る
内
容
を
持
つ
か
に
あ
る
。
そ
の
ぱ
あ
い
、
こ
れ
ま
で
の
社
会
政
策
学
は
、
暗
黙
の
う
ち
に
常
用
雇
用
を
基
準
と
し
て
公
共
労
働
基
準
な
ど
の
水
準
を
高
め
る
こ
とが経済全体としての生産力を高める、と判断し、また社会政策の強制力は広義の警察法的罰則によってのみ担保
され、一方では労使の民主的参画を一応保障しながら、他方ではこれを取締り、規制することを当然としてきた、
とゑてよい。これに対し、前述のように新しい一厘用・失業立法などの登場は、雇用・就業形態の多様化に対応した
「不安定雇用」なども含ふうる公共労働基準の設定と単純にその水準を高めること以外の調整を要請していると同
時に、社会政策のハードな強制からソフトな誘導への転換だけでなく、労使の自律的調整の領域の拡大をも要請し
ている、と承なければならないだろう。このような状況は多分に特殊日本的でもあろうが、こうした状況の．〈フォ
ーマンスがいかなるものかは、また新しい社会政策学の視角から客観的に分析されることになるだろう。
〔後記〕本稿は、八六年度の社会政策学会研究大会の報告草稿にもとづいて執筆した。大会での私の報告をめぐる質疑応答に
つ
い
て
は
、
後
日
ま
た
触
れ
る
機
会
が
あ
る
だ
ろ
う
。
